
２０２１年９月

日本銀行 那覇支店

内外および沖縄の金融経済情勢

【資料２】
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（出所）Haver、Our World in Data
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新型コロナウイルス
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（注）1. 左上図の製造業は、鉱工業生産指数。その他は、第３次産業活動指数。
2. 右下図の2020/4月以降の消費税・教育無償化の影響は、高等教育無償化等の影響も加味した日本銀行スタッフによる試算値。

（出所）経済産業省、日本銀行、財務省、総務省

業種別の経済活動 実質輸出入

消費活動指数 消費者物価

日本経済
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（出所）日本銀行、証券保管振替機構、日本証券業協会、アイ・エヌ情報センター、東京商工リサーチ

企業金融
資金繰り判断ＤＩ 貸出態度判断ＤＩ

貸出残高とＣＰ・社債発行残高 企業倒産
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業況判断ＤＩ（１）

6（出所）日本銀行那覇支店

全国・沖縄
の比較

長期時系列
（沖縄）
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（出所）日本銀行那覇支店

業況判断ＤＩ（２）



ホテルの稼働率

（出所）日本銀行那覇支店、九州経済調査協会、観光庁、日本放送協会 8

（注）沖縄県。九州経済調査協会の宿泊稼働指数（トレンド成分）は以下の通り算出。原数値は0から100の間の数値をとる。
【日次（原数値）】 100 － ( ( 当日の空室数 － 当日を含む過去730日の最小空室数 ) / ( 当日を含む過去730日の最大空室数 － 当日を含む過去730日の最小空室数 ) * 100 )

ただし、当該地域において宿泊施設が過去365日以上連続して立地・稼働していると判定される場合に限り算出。
【日次（トレンド成分）】 「日次（原数値）」を7日間周期のデータとみなして要因分解し，曜日要因・イベント要因（イベント・その他の特殊要因）を除いたもの。

ただし、「日次（原数値）」を28日分以上連続して算出可能に限り算出。
※ある日のある地域において空室データが存在しない場合は、当日を含む前14日間かつ当日を含む後14日間において平均空室数が0より大きければ、当該地域において宿泊施設が連続して
立地・稼働していると判定。

※空室データの取得ができなかった日については、当日を含まない前4週間の同様日の平均値により補完した上で要因分解を行っている。
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那覇空港および国際通りにおける人出

（注）1.　NTTドコモの携帯電話の利用者情報をもとに、同社が推計した増減率。

　　　2.　緊急事態宣言前比増減率は2020/4/7日との比較。

　　　3.　エリア内人口は各日の15時時点の値。




（出所）「NTTドコモ　モバイル空間統計」
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個人消費（家計調査）

（出所）沖縄県

（注）二人以上の世帯における１世帯当たり１か月の支出、後方12か月移動平均、直近は21/6月。
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雇用動向

11（出所）日本銀行那覇支店、日本銀行、沖縄労働局、厚生労働省、沖縄県、総務省

（注）有効求人倍率は「就業地別」ベース。休業率は、休業者数/労働力人口で算出。休業者数の季節調整は
日本銀行那覇支店による。

雇用判断ＤＩ 有効求人倍率 失業率・休業率
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設備投資額（短観）

12（出所）日本銀行、日本銀行那覇支店

（注）横軸に初回調査（3月調査）から実績が確定する翌年6月調査までの6調査回を取り、毎年度の設備投資計画
について、調査回毎の前年比の足取り（修正パターン）をグラフで示したもの。
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倒産と休廃業・解散

13
（出所）㈱東京商工リサーチ沖縄支店、㈱帝国データバンク沖縄支店、厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」

（注）沖縄県。雇用保険は年度ベース。
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